




　大日本コンサルタント株式会社は、平成 25 年 1 月 23 日に創立 50 周年を迎えます。これを記念し、先達

の偉業を振り返り、新たな歴史の幕開けに望む決意をこめて、「50 年史」の編纂を行いました。

　先ずは、本誌をお届けするにあたり、創立以来のお客様からのご指導、株主の皆様のご支援、従業員の健

闘と努力、ご家族のご理解に対して、ここに深く感謝を申し上げます。

　顧みますと、当社を創設した先達は、戦災復興後の驚異的経済発展を支えた社会資本の整備に主導的立場

で参画し、立派に社会的使命を果たすと同時に、当社の礎を創り社業の発展に多大な貢献をなされました。

当社は、「社会への最高の技術サービスをもって企業価値の高揚を図ること」を標榜する建設コンサルタントの

技術者集団であり、創立時より一貫して培ってきた「独創自立に基づく、不撓不屈の精神」が今日までの社業

を支え、加えて、「技術を磨き・技術を競い合う組織」「自由闊達に議論が飛び交う組織」「暖かい気持ちが流

れる組織」でありたいと願い努力した結果が、危機には更に結束する集団をつくり上げました。

　さて、今の時代を生きる私達は、今後の社会を取り巻く様々な環境の変化（例えば、少子高齢化の問題、

経済危機の問題、台風や地震の自然災害の問題、放射能汚染の問題等）を敏感に察知する中で、更なる社業

の発展を目指し、経営健全化に向けた改革と事業拡大への様々な挑戦を着実に実行する使命を負っています。

　私達は、「社会の皆様に、最高のサービス、最高の成果を提供するぞ」という熱い思いと使命感を抱き、常

に、ハングリーな気持ちを忘れず、攻めの姿勢で貪欲に可能性に挑戦してまいります。

　皆様におかれましては、本誌をご高覧賜り、当社へのご理解を深めていただければ望外の喜びであります。

最後になりますが、今後とも変わらぬ当社へのご指導とご支援を切にお願い申し上げます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
平成 24 年 9 月

５０年の感謝をこめて

代表取締役社長　川神 雅秀
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1963
S38

1964
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1965
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1966
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1967
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1968
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1970
45

1971
46

1972
47

1973
48
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1981
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1985
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1989
H元

1990
2

1991
3

1992
4
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1994
6
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7
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9
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2001
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2002
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2003
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16
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2010
22
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24

2013
H25

2011
23

● 

測
量
法
に
も
と
づ
く
測
量
業
者
と
し
て
登
録

● 

昭
和
三
十
八
年
一
月
二
十
三
日
、東
京
都
文
京
区
駒
込
神
明
町
に
お
い
て
資
本
金
２
百
万
円
で
設
立

　

● 

大
阪
、富
山
、名
古
屋
に
出
張
所
開
設

● 

建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
登
録
規
程
の
施
行
と
同
時
に
登
録

● 

埼
玉
県
越
谷
市
に
技
術
本
部
を
設
置

● 

線
形
計
算
・
格
子
計
算
・
平
面
骨
組
解
析
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
開
発

● 

自
動
製
図
機
を
導
入

● 

材
料
計
算
・
B
O
X
自
動
設
計
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
開
発

● 

海
外
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
企
業
協
会
に
加
入

● 

大
阪
支
所
を
支
社
に
昇
格

● 

仙
台
、福
岡
に
支
所
を
開
設

● 

本
社
を
東
京
都
千
代
田
区
神
田
佐
久
間
町
に
移
転

● 

海
外
事
業
室
、総
合
交
通
シ
ス
テ
ム
室
、上
下
水
道
課
を
設
置
、事
業
領
域
の
拡
大
を
図
る

● 

設
計
本
部（
越
谷
）増
築

● 

東
京 ̶

 

大
阪
間
オ
ン
ラ
イ
ン
化

● 

建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
部
門「
地
質
部
門
」を
追
加
登
録（
以
下
、部
門
名
称
の
み
記
す
）

● 

本
社
を
東
京
都
文
京
区
本
駒
込
に
移
転

● 

土
質
及
び
基
礎
部
門
、ト
ン
ネ
ル
部
門
、都
市
計
画
、地
方
計
画
部
門
及
び
下
水
道
部
門
を
追
加
登
録

● 

一
級
建
築
士
事
務
所
と
し
て
登
録

● 

地
質
調
査
業
者
と
し
て
登
録

● 
第
１
次
中
期
経
営
計
画（G

R
O
W

-U
P

）策
定

● 

本
社
を
東
京
都
台
東
区
東
上
野
に
移
転

● 

橋
脚
・
I
桁
自
動
製
図
シ
ス
テ
ム
開
発

● 

第
２
次
中
期
経
営
計
画（
新
５
カ
年
計
画
）策
定

● 

四
国
営
業
所
開
設

● 

設
計
本
部
等
か
ら
東
京
支
社
に
改
称

● 

新
潟
営
業
所
開
設

● 

仙
台
支
所
を
東
北
支
社
に
昇
格

● 

第
３
次
中
期
経
営
計
画(G

R
O
W

-U
P
2000

）策
定

● 

横
浜
事
務
所
、福
島
営
業
所
開
設

● 

４
支
社（
東
京
・
大
阪
・
北
陸
・
東
北
）体
制
に
改
編

● 

フ
ィ
リ
ピ
ン
国
に
マ
ニ
ラ
事
務
所
開
設

● 

名
古
屋
に
技
術
部
署
を
設
置
し
事
務
所
に
昇
格

● 

本
社
を
東
京
都
台
東
区
松
が
谷
に
移
転

● 

岡
山
出
張
所
開
設

● 

北
陸
支
社
社
屋
竣
工

● 

調
査
事
業
部
を
設
置
、物
理
探
査
分
野
の
空
中
電
磁
法
技
術
を
地
質
調
査
分
野
に
応
用
、事
業
領
域
拡
大

● 

第
４
次
中
期
経
営
計
画
策
定

● 

東
京
都
豊
島
区
駒
込
に
本
社
ビ
ル
竣
工

● 

造
園
部
門
を
追
加
登
録

● 

本
社
を
東
京
都
豊
島
区
駒
込
に
移
転

● 

第
５
次
中
間
経
営
計
画（
ア
ッ
プ
ル
プ
ラ
ン
）策
定

● 

東
京
証
券
取
引
所
市
場
第
二
部
に
上
場

● 

名
古
屋
事
務
所
を
中
部
支
社
に
、九
州
支
所
を
支
社
に
昇
格

● 

経
営
情
報
シ
ス
テ
ム
の
導
入
、社
外
向
け
Ｗ
Ｅ
Ｂ
サ
イ
ト
運
用
開
始

● 

東
京
支
社
が
品
質
シ
ス
テ
ム
規
格ISO

9001

認
証
取
得

● 

大
阪
支
社
、北
陸
支
社
、東
北
支
社
が
品
質
シ
ス
テ
ム
規
格ISO

9001

認
証
取
得

● N
E
-C

M
T

社
を
当
社
100
％
子
会
社
化（N

ippon E
ngineering-V

ietnam
 C

o.,L
td.

）

● 

本
社
、中
部
支
社
、九
州
支
社
が
品
質
シ
ス
テ
ム
規
格ISO

9001

認
証
取
得

● 

環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
規
格ISO

14001

（
全
社
版
）認
証
取
得

● 

第
６
次
中
期
経
営
計
画
策
定

● 

土
壌
汚
染
状
況
調
査
指
定
機
関
の
指
定

● 

港
湾
及
び
空
港
部
門
を
追
加
登
録

● 

ベ
ト
ナ
ム
国
に
ハ
ノ
イ
事
務
所
開
設

● 

保
全
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
研
究
所
設
立

● 

Ｎ
Ｅ
テ
ク
ノ
株
式
会
社
を
設
立

● 

災
害
支
援
本
部
の
設
置

○
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
登
録
制
度
の
創
設

●
東
京
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
開
催

●
東
海
道
新
幹
線
開
通

○「
新
全
国
総
合
開
発
計
画
」閣
議
決
定

●
東
名
高
速
道
路
開
通

●
ア
ポ
ロ
11
号
月
面
着
陸

○「
本
州
四
国
連
絡
橋
公
団
」設
立

●
大
阪
万
博
開
催

●
沖
縄
返
還

●
日
本
列
島
改
造
論

●
オ
イ
ル
シ
ョ
ッ
ク

●
山
陽
新
幹
線
開
通

●
新
東
京
国
際
空
港（
成
田
）開
港

●
イ
ラ
ン
・
イ
ラ
ク
戦
争
勃
発

●
チ
ェ
ル
ノ
ブ
イ
リ
原
発
事
故

●
青
函
ト
ン
ネ
ル
開
通

●
昭
和
天
皇
崩
御

●
湾
岸
戦
争
勃
発

●
阪
神
淡
路
大
震
災

●
日
韓
ワ
ー
ル
ド
カ
ッ
プ

●
新
潟
県
中
越
地
震
発
生

●
日
本
国
際
博
覧
会（
愛
知
万
博
）

●
東
日
本
大
震
災

○
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
登
録
制
度
の
改
正

○
本
四
架
橋
大
三
島
橋
開
通

○
砂
防
事
業
100
周
年
記
念

○
Ｒ
Ｃ
Ｃ
Ｍ
資
格
制
度
創
設

○
レ
イ
ン
ボ
ー
ブ
リ
ッ
ジ
開
通

○
プ
ロ
ポ
ー
ザ
ル
方
式
が
本
格
的
に
導
入

○
公
共
工
事
コ
ス
ト
縮
減
対
策
行
動
指
針
閣
僚
会
議
で
決
定

●
山
一
証
券
経
営
破
綻

○
明
石
海
峡
大
橋
開
通

○
電
子
入
札
の
開
始

○
省
庁
再
編
で
国
土
交
通
省
が
誕
生

●
ア
メ
リ
カ
同
時
多
発
テ
ロ

○
公
共
工
事
の
品
質
確
保
の
促
進
に
関
す
る
法
律（
品
確
法
）が
施
行

代表社長

会
社
の
あ
ゆ
み

● 

宇
都
宮
営
業
所
、盛
岡
営
業
所
を
開
設

● 

富
山
支
所
を
北
陸
支
社
に
昇
格

● 

建
設
環
境
部
門
追
加
登
録
、建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
登
録
合
計12

部
門
と
な
る

● 

日
本
証
券
業
協
会
に
株
式
を
店
頭
登
録（
証
券
コ
ー
ド

：

９
７
９
７
）

● 

ベ
ト
ナ
ム
国
の
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
会
社（C

M
T

社
）と
ベ
ト
ナ
ム
国
に
合
弁
会
社
設
立
で
合
意

● 

ス
イ
ス
フ
ラ
ン
建
新
株
引
受
権
付
社
債
を
発
行

● 

ベ
ト
ナ
ム
国
に
合
弁
会
社N

E
-C

M
T
 E

ngineering C
o.,L

td.

を
設
立

● 

農
業
土
木
部
門
を
追
加
登
録

● 

環
境
景
観
事
業
部
・
保
全
事
業
部
・
情
報
事
業
部
・
河
川
砂
防
事
業
部
・
Ｃ
Ｍ
事
業
部
を
新
設

● 

各
支
社
の
品
質
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
を
統
合
し
て
統
合
品
質
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
を
確
立

● 

統
合
品
質
、環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
を
確
立

● 

中
国
事
務
所
開
設

● 

事
業
部
制
の
導
入

● 

第
７
次
中
期
経
営
計
画
策
定

第1期 第2期 第3期 第4期 第5期 第6期 第7期 第8期 第9期 第10期 第11期 第12期 第13期 第15期第14期 第16期 第17期 第18期 第19期 第20期 第21期 第22期 第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 第28期 第29期 第30期 第31期 第32期 第33期 第34期 第35期 第36期 第37期 第38期 第39期 第40期 第41期 第42期 第43期 第44期 第45期 第46期 第47期 第48期 第50期 第51期第49期

● 

N
E
ミ
ニ
・
ニ
ュ
ー
ス
創
刊

○
業
界
情
勢

●
社
会
情
勢

● 

執
行
役
員
制
度
の
導
入

● 

第
８
次
中
期
経
営
計
画
策
定

自立・基礎確立期 拡大・飛躍期 変革・安定成長期創成期

老田 務 清水永策 高木 健　 船木健治 川神雅秀

● 

第
９
次
中
期
経
営
計
画
策
定

に
お
い
て
資
本
金
２
百
万
円
で
設
立

　

海
外
事
業
室
、総
合
交
通
シ
ス
テ
ム
室
、上
下
水
道
課
を
設
置
、事
業
領
域
の
拡
大
を
図
る

（
以
下
、部
門
名
称
の
み
記
す
）

土
質
及
び
基
礎
部
門
、ト
ン
ネ
ル
部
門
、都
市
計
画
、地
方
計
画
部
門
及
び
下
水
道
部
門
を
追
加
登
録

昭
和
38
年 

新
富
士
前
ビ
ル

昭
和
40
年
代 

越
谷
社
屋

昭
和
52
年 

大
阪
支
社 

シ
ル
バ
ー
ビ
ル（
８
〜
11
階
）
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1963
S38

1964
39

1965
40

1966
41

1967
42

1968
43

1969
44

1970
45

1971
46

1972
47

1973
48

1974
49

1975
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1977
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51

1978
53

1979
54

1980
55

1981
56

1982
57

1983
58

1984
59

1985
60

1986
61

1987
62

1988
63

1989
H元

1990
2

1991
3

1992
4

1993
5

1994
6

1995
7

1996
8

1997
9

1998
10

1999
11

2000
12

2001
13

2002
14

2003
15

2004
16

2005
17

2006
18

2007
19

2008
20

2009
21

2010
22

2012
24

2013
H25

2011
23

● 

測
量
法
に
も
と
づ
く
測
量
業
者
と
し
て
登
録

● 

昭
和
三
十
八
年
一
月
二
十
三
日
、東
京
都
文
京
区
駒
込
神
明
町
に
お
い
て
資
本
金
２
百
万
円
で
設
立

　

● 

大
阪
、富
山
、名
古
屋
に
出
張
所
開
設

● 

建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
登
録
規
程
の
施
行
と
同
時
に
登
録

● 

埼
玉
県
越
谷
市
に
技
術
本
部
を
設
置

● 

線
形
計
算
・
格
子
計
算
・
平
面
骨
組
解
析
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
開
発

● 

自
動
製
図
機
を
導
入

● 

材
料
計
算
・
B
O
X
自
動
設
計
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
開
発

● 

海
外
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
企
業
協
会
に
加
入

● 

大
阪
支
所
を
支
社
に
昇
格

● 

仙
台
、福
岡
に
支
所
を
開
設

● 

本
社
を
東
京
都
千
代
田
区
神
田
佐
久
間
町
に
移
転

● 

海
外
事
業
室
、総
合
交
通
シ
ス
テ
ム
室
、上
下
水
道
課
を
設
置
、事
業
領
域
の
拡
大
を
図
る

● 

設
計
本
部（
越
谷
）増
築

● 

東
京 ̶

 

大
阪
間
オ
ン
ラ
イ
ン
化

● 

建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
部
門「
地
質
部
門
」を
追
加
登
録（
以
下
、部
門
名
称
の
み
記
す
）

● 

本
社
を
東
京
都
文
京
区
本
駒
込
に
移
転

● 

土
質
及
び
基
礎
部
門
、ト
ン
ネ
ル
部
門
、都
市
計
画
、地
方
計
画
部
門
及
び
下
水
道
部
門
を
追
加
登
録

● 

一
級
建
築
士
事
務
所
と
し
て
登
録

● 

地
質
調
査
業
者
と
し
て
登
録

● 

第
１
次
中
期
経
営
計
画（G

R
O
W

-U
P

）策
定

● 

本
社
を
東
京
都
台
東
区
東
上
野
に
移
転

● 

橋
脚
・
I
桁
自
動
製
図
シ
ス
テ
ム
開
発

● 

第
２
次
中
期
経
営
計
画（
新
５
カ
年
計
画
）策
定

● 

四
国
営
業
所
開
設

● 

設
計
本
部
等
か
ら
東
京
支
社
に
改
称

● 

新
潟
営
業
所
開
設

● 

仙
台
支
所
を
東
北
支
社
に
昇
格

● 

第
３
次
中
期
経
営
計
画(G

R
O
W

-U
P
2000

）策
定

● 

横
浜
事
務
所
、福
島
営
業
所
開
設

● 

４
支
社（
東
京
・
大
阪
・
北
陸
・
東
北
）体
制
に
改
編

● 

フ
ィ
リ
ピ
ン
国
に
マ
ニ
ラ
事
務
所
開
設

● 

名
古
屋
に
技
術
部
署
を
設
置
し
事
務
所
に
昇
格

● 

本
社
を
東
京
都
台
東
区
松
が
谷
に
移
転

● 

岡
山
出
張
所
開
設

● 

北
陸
支
社
社
屋
竣
工

● 

調
査
事
業
部
を
設
置
、物
理
探
査
分
野
の
空
中
電
磁
法
技
術
を
地
質
調
査
分
野
に
応
用
、事
業
領
域
拡
大

● 

第
４
次
中
期
経
営
計
画
策
定

● 

東
京
都
豊
島
区
駒
込
に
本
社
ビ
ル
竣
工

● 

造
園
部
門
を
追
加
登
録

● 

本
社
を
東
京
都
豊
島
区
駒
込
に
移
転

● 

第
５
次
中
間
経
営
計
画（
ア
ッ
プ
ル
プ
ラ
ン
）策
定

● 

東
京
証
券
取
引
所
市
場
第
二
部
に
上
場

● 

名
古
屋
事
務
所
を
中
部
支
社
に
、九
州
支
所
を
支
社
に
昇
格

● 

経
営
情
報
シ
ス
テ
ム
の
導
入
、社
外
向
け
Ｗ
Ｅ
Ｂ
サ
イ
ト
運
用
開
始

● 

東
京
支
社
が
品
質
シ
ス
テ
ム
規
格ISO

9001

認
証
取
得

● 

大
阪
支
社
、北
陸
支
社
、東
北
支
社
が
品
質
シ
ス
テ
ム
規
格ISO

9001

認
証
取
得

● N
E
-C

M
T

社
を
当
社
100
％
子
会
社
化（N

ippon E
ngineering-V

ietnam
 C

o.,L
td.

）

● 

本
社
、中
部
支
社
、九
州
支
社
が
品
質
シ
ス
テ
ム
規
格ISO

9001

認
証
取
得

● 

環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
規
格ISO

14001

（
全
社
版
）認
証
取
得

● 

第
６
次
中
期
経
営
計
画
策
定

● 

土
壌
汚
染
状
況
調
査
指
定
機
関
の
指
定

● 

港
湾
及
び
空
港
部
門
を
追
加
登
録

● 

ベ
ト
ナ
ム
国
に
ハ
ノ
イ
事
務
所
開
設

● 

保
全
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
研
究
所
設
立

● 

Ｎ
Ｅ
テ
ク
ノ
株
式
会
社
を
設
立

● 

災
害
支
援
本
部
の
設
置

○
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
登
録
制
度
の
創
設

●
東
京
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
開
催

●
東
海
道
新
幹
線
開
通

○「
新
全
国
総
合
開
発
計
画
」閣
議
決
定

●
東
名
高
速
道
路
開
通

●
ア
ポ
ロ
11
号
月
面
着
陸

○「
本
州
四
国
連
絡
橋
公
団
」設
立

●
大
阪
万
博
開
催

●
沖
縄
返
還

●
日
本
列
島
改
造
論

●
オ
イ
ル
シ
ョ
ッ
ク

●
山
陽
新
幹
線
開
通

●
新
東
京
国
際
空
港（
成
田
）開
港

●
イ
ラ
ン
・
イ
ラ
ク
戦
争
勃
発

●
チ
ェ
ル
ノ
ブ
イ
リ
原
発
事
故

●
青
函
ト
ン
ネ
ル
開
通

●
昭
和
天
皇
崩
御

●
湾
岸
戦
争
勃
発

●
阪
神
淡
路
大
震
災

●
日
韓
ワ
ー
ル
ド
カ
ッ
プ

●
新
潟
県
中
越
地
震
発
生

●
日
本
国
際
博
覧
会（
愛
知
万
博
）

●
東
日
本
大
震
災

○
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
登
録
制
度
の
改
正

○
本
四
架
橋
大
三
島
橋
開
通

○
砂
防
事
業
100
周
年
記
念

○
Ｒ
Ｃ
Ｃ
Ｍ
資
格
制
度
創
設

○
レ
イ
ン
ボ
ー
ブ
リ
ッ
ジ
開
通

○
プ
ロ
ポ
ー
ザ
ル
方
式
が
本
格
的
に
導
入

○
公
共
工
事
コ
ス
ト
縮
減
対
策
行
動
指
針
閣
僚
会
議
で
決
定

●
山
一
証
券
経
営
破
綻

○
明
石
海
峡
大
橋
開
通

○
電
子
入
札
の
開
始

○
省
庁
再
編
で
国
土
交
通
省
が
誕
生

●
ア
メ
リ
カ
同
時
多
発
テ
ロ

○
公
共
工
事
の
品
質
確
保
の
促
進
に
関
す
る
法
律（
品
確
法
）が
施
行

代表社長

会
社
の
あ
ゆ
み

● 

宇
都
宮
営
業
所
、盛
岡
営
業
所
を
開
設

● 

富
山
支
所
を
北
陸
支
社
に
昇
格

● 

建
設
環
境
部
門
追
加
登
録
、建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
登
録
合
計12

部
門
と
な
る

● 

日
本
証
券
業
協
会
に
株
式
を
店
頭
登
録（
証
券
コ
ー
ド

：

９
７
９
７
）

● 

ベ
ト
ナ
ム
国
の
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
会
社（C

M
T

社
）と
ベ
ト
ナ
ム
国
に
合
弁
会
社
設
立
で
合
意

● 

ス
イ
ス
フ
ラ
ン
建
新
株
引
受
権
付
社
債
を
発
行

● 

ベ
ト
ナ
ム
国
に
合
弁
会
社N

E
-C

M
T
 E

ngineering C
o.,L

td.

を
設
立

● 

農
業
土
木
部
門
を
追
加
登
録

● 

環
境
景
観
事
業
部
・
保
全
事
業
部
・
情
報
事
業
部
・
河
川
砂
防
事
業
部
・
Ｃ
Ｍ
事
業
部
を
新
設

● 

各
支
社
の
品
質
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
を
統
合
し
て
統
合
品
質
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
を
確
立

● 

統
合
品
質
、環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
を
確
立

● 

中
国
事
務
所
開
設

● 

事
業
部
制
の
導
入

● 

第
７
次
中
期
経
営
計
画
策
定

第1期 第2期 第3期 第4期 第5期 第6期 第7期 第8期 第9期 第10期 第11期 第12期 第13期 第15期第14期 第16期 第17期 第18期 第19期 第20期 第21期 第22期 第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 第28期 第29期 第30期 第31期 第32期 第33期 第34期 第35期 第36期 第37期 第38期 第39期 第40期 第41期 第42期 第43期 第44期 第45期 第46期 第47期 第48期 第50期 第51期第49期

● 

N
E
ミ
ニ
・
ニ
ュ
ー
ス
創
刊

○
業
界
情
勢

●
社
会
情
勢

● 

執
行
役
員
制
度
の
導
入

● 

第
８
次
中
期
経
営
計
画
策
定

自立・基礎確立期 拡大・飛躍期 変革・安定成長期創成期

老田 務 清水永策 高木 健　 船木健治 川神雅秀

● 
第
９
次
中
期
経
営
計
画
策
定

調
査
事
業
部
を
設
置
、物
理
探
査
分
野
の
空
中
電
磁
法
技
術
を
地
質
調
査
分
野
に
応
用
、事
業
領
域
拡
大

サ
イ
ト
運
用
開
始

ISO
9001

認
証
取
得

N
ippon E

ngineering-V
ietnam

 C
o.,L

td.

）

ISO
9001

認
証
取
得

（
全
社
版
）認
証
取
得

○
公
共
工
事
コ
ス
ト
縮
減
対
策
行
動
指
針
閣
僚
会
議
で
決
定

○
公
共
工
事
の
品
質
確
保
の
促
進
に
関
す
る
法
律（
品
確
法
）が
施
行

12

部
門
と
な
る

９
７
９
７
）

社
）と
ベ
ト
ナ
ム
国
に
合
弁
会
社
設
立
で
合
意

N
E
-C

M
T
 E

ngineering C
o.,L

td.

を
設
立

環
境
景
観
事
業
部
・
保
全
事
業
部
・
情
報
事
業
部
・
河
川
砂
防
事
業
部
・
Ｃ
Ｍ
事
業
部
を
新
設

各
支
社
の
品
質
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
を
統
合
し
て
統
合
品
質
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
を
確
立

平
成
２
年　

北
陸
支
社
社
屋

平
成
５
年 

本
社
ビ
ル





会
社
の
あ
ゆ
み

会社創立から 50周年を迎えた今、

これまで当社を支えて頂いた“お客

様と関係の皆様”に感謝の気持ち

を伝え、また社員の“ご家族”に理

解と協力を仰ぎ、“次世代の社員”

に歴史を継承するため 50年史を編

纂した。ここでは、経営・管理・営

業面を総括した「会社の歴史」を大

きく４期に区分し歴史を振り返る。

その後、「本社・技術」と、全国に

広がる「６支社」の地域特徴や成長

の歴史、代表業務や仕事の様子を

紹介する。

※章立てに用いた写真は、「人・緑・夢+土木」
をテーマに社員から応募された。個々の思い
が会社の雰囲気をつくる。
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御 挨 拶
近年驚異的な公共事業量の増大に伴い、構築物の長大化と美観と高度の技術を

併用した工事の調査、設計が年次増加しております。この様な諸般の要望に応

え、此度同志と図り大日本コンサルタント株式会社を創立いたしました。建設

省各地方建設局・都道府県や、国鉄新幹線の鋼橋の設計及高架橋架設計画等を

受註して参りました。今後も当社は各需要先の要請を遵守し絶えず優れた技術

を取り入れ、国土建設の一端に微力を挙げたいと考える次第であります。

この上は各位の旧に倍する御引立を願上げます。

取締役社長　老 田  務

創　業

戦前における社会資本の整備は、行政に

よって実施されてきた。ところが戦後

復興の社会資本整備に対する需要が高ま

り、その事業量が急速に拡大すると、民

間技術力の活用が必要となった。昭和 34

年 1 月に建設省事務次官通達「土木事業

に係わる設計業務などを委託する場合の

契約方式等について」が出され、任意の

事業について、設計業務を行うものに施

工を行わせてはならないという、いわゆ

る「設計・施工分離の原則」が明確化さ

れた。この原則が、現在の設計業務（調査、

計画、設計）を行う建設コンサルタント

の確立と発展の礎となった。

その後東京オリンピック開催前の驚異的

な公共事業量の増大はもとより、構築物

の長大化や美観など、高度な技術を併用

した工事の調査・設計が年を追って増加

していくなか、政府は、その先駆的役割

を果たす建設コンサルタントの育成を促

すため、昭和 39 年 4 月 7 日に「建設コ

ンサルタント登録規程」の建設省告示（第

1131 号）を行った。

こうした時代背景を踏まえ、初代社長と

なる老田務、技術を担う吉田四夫や清

水永策などを旗頭に、出資者の川田忠雄

（当時 : 川田工業株式会社社長）等が中心

となって、昭和 38 年 1 月 23 日に資本金

200 万円を以て大日本コンサルタント株

式会社が設立された。当時の営業案内に

は以下に示す「御挨拶」が記されている。

初受注と越谷への展開

創業当初は、東京都文京区駒込神明町の

新富士前ビルに本社を構え、営業担当の

神田修三、業務管理担当の西村謙一、設

計部員 10 数名からのスタートであった。

会社創業時は、如何にして営業活動して

いくか、手探り状態であったが、同年 3

月に建設省関東地方建設局より大北橋設

計委託を成約し、建設コンサルタントと

しての第一歩を踏み出すことが出来た。

当初は橋梁部門の技術者を主体として発

足した当社であったが、漸次、道路部門

や計画部門を増強することで、総合建設

コンサルタントとしての実力を具備して

いった。

その後、首都高速や阪神高速における設

計業務の受注が順調に増加するに従い要

員も増え、新富士前ビルが手狭となると、

事務所拡張に向けて移転することになっ

た。候補地として都内の三鷹と埼玉県の

越谷が挙がったが、将来交通の利便性な

どから最終的には越谷が選ばれ、同地に

事務所と社宅を順次建設した。

昭和 41 年には鉄筋コンクリート 3 階建

ての社屋を完成させたが、当時は付近に

民家は少なく社屋に面した赤山街道は未

舗装、現在の国道 4 号（草加バイパス）

や当時の国鉄武蔵野線は工事中という状

況であった。以降、越谷の地が当社技術

部隊の中心的役目を担っていく。

創成期
第 1 〜 7 期

（昭和 38 年 1 月〜昭和 44 年 12 月）

会社発足時のメンバー 昭和 43 年の職場風景（右は後の社長、清水永策）創業時営業案内に記された「御挨拶」
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初代社長 : 老田　務
初代社長に就任した老田務は、明治 44 年に金
沢に生まれ、東京大学を卒業後、朝鮮総督府を
振り出しに石川県土木部河港課長として勤務
後、建設省に転じた。昭和 27 年には東北地建
玉川工事事務所長、昭和 30 年には中部地建富
山工事事務所長、昭和 33 年には北陸地建河川
部長、そして昭和 35 年には建設省北陸地方建
設局長の要職を勤めた人物である。その後、昭
和 38 年に当社社長に就任し、以降 20 年以上の長きに渡り、社長として当
社の経営基盤を確立した。当社の発展の原点が東北地方と北陸地方に始まっ
たことは、初代社長の力にも依るところが大きい。

受注第一号 : 大北橋設計委託
昭和 38 年 3 月、建設省関東地方整備局常陸工事事務所より昭和 5 年に竣工
された「大北橋の上部工拡幅補強及び下部工拡幅の設計委託」を成約し、当
社は、建設コンサルタントとして歩み始めた。当時はコンクリート上部工、
下部工の技術者が社内に不足しており、協力会社とともに業務に対応した。

竣工当時の新富士前ビル

越谷に完成した事業所
手前の建物が新社屋、後方は独身寮（誠和寮）、更に後方は社宅

写真右側が拡幅部分

研究室における職場の様子当時の設計室

昭和 43 年の職場風景（右は後の社長、清水永策）

社名の由来
昭和 38 年当時、同業としてパシフィックコンサルタンツ、建設技術研究所、
日本工営が先発大手企業として、その他に日本技術開発、日本交通技術、日
本構造橋梁研究所、日本建設コンサルタント、日本港湾コンサルタント、日
本建設技術社など、既に 10 数社が操業を開始していた。当時、社名に「日本」
を付ける同業者が多く、当社もズバリ「日本コンサルタント」とする案もあっ
たが、将来、日本で最大のコンサルタントを目指すという意味を込め、頭に「大」
を付け、「大日本コンサルタント」とした。

創業の地
本社を構えた文京区駒込神明町のビルは、川田工業東京営業所として昭和
37 年に建設された 5 階建てのビルである。1 階は総務、工事、2 階は貸室、
3 階は営業、役員室、4 階は設計、会議室、5 階は社員寮となっていた。5
階の社員寮は門限の無い寄宿寮として大いに活用されていた。山手線駒込
駅から当時の都電で 2 つ目、駒込富士前町電停前に腰を据えた当ビルが駒
込駅から見える程、周囲の屋根並みは低かった。そのなかで、当社の人員
は設計部員 10 数人のみで、若干 30 才の清水永策が設計課長としてスター
卜した。

東京支社発祥の地 : 越谷
社業の発展に伴い、埼玉県越谷市の郊外に社宅と独身寮を備えた新社屋が
建設された。社宅は鉄筋コンクリート 3 階建てで、昭和 40 年 6 月に完成し
18 世帯分が用意され、社員とその家族からは大いに喜ばれたそうである。独
身寮は木造 2 階建てで、昭和 41 年 4 月に完成し食堂と浴室が完備された。
一方、同敷地内に完成した社屋は、鉄筋コンクリート 3 階建てで、現在も東
京支社の社屋の一部として使用しており、以降、東京支社の拡大とともに新館、
本館と増築していくこととなる。なお、若い技術者がしばしば徹夜し、夜中
でも煌々と明かりが灯る事業所は、田んぼの中の不夜城として近所では有名
であった。

拡幅済みの大北橋
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全国展開と地位の確立

日本経済はオイルショックを機に激動の

世界経済のなかで方向転換を強いられ

た。円の切り上げにより国際収支は大幅

黒字から大幅赤字となり、金利の引き上

げにより物価は高騰し、「消費は美徳」

から「節約は美徳」へと時代は変化した。

緊縮財政により公共事業に逆風が吹いて

はいたが、それでも本州四国連絡橋の設

計は本格化し、全国高速道路網、全国新

幹線網の充実などのプロジェクトが巨大

化していくなかで、コンサルタント業務

に対して、より高度な技術がシステマ

ティックに求められる時代となった。

当社は橋梁を主体としたコンサルティン

グ業務に始まり、道路、測量、施工管

理からコンピュータによる解析に至るま

で、総合建設コンサルタントとして成長

すべく、東京を起点に大阪、富山、名古

屋、更には仙台、福岡と全国に拠点を広

げ、業界における確固たる地位を築いて

いった。

第 8 期（昭和 45 年度）には、同年を初

年度とする第 1 次長期経営計画をスター

トさせ、昭和 48 年の第 1 次オイルショッ

クによる国内消費の低迷や大型公共事業

の凍結・縮小という逆境にさらされなが

らも、当社は着実な成長を遂げた。特に、

第 10 期（昭和 47 年度）は記念すべき創

立 10 周年に大きく飛躍し、本四架橋へ

の積極的な係わりを期して、長大橋グ

ループの大阪進出、それまでの大阪支所

の支社昇格、仙台、福岡支所を次々と開

設し、会社設立時と比べると売上高は 28

倍の 5 億 7 千万円となった。その後も拡

大を続け、第 12 期（昭和 49 年度）には

売上高 10 億円を突破した。

更に、第 1 次長期経営計画によって健固

な経営基盤の確立に成功し、その基盤を

踏み台に、当社は総合化、国際化への道

を歩み始める。ハード面では 1 億円余り

を掛けて昭和 49 年に越谷の設計本部を

増築し、併せて大型電算機を IBM360/44

から UNIVAC1106 にレベルアップし、

東京大阪間をオンライン化させた。当

社は、既に昭和 44 年には電子計算機の

IBM1130 システムを、昭和 46 年には自

動製図機を導入した。

このように、未だ一般的でなかったコン

ピュータの導入というイノベーション

は、設計の作業効率を飛躍的に向上させ、

当社発展への大きな転機をもたらした。

また、新規事業展開に向け、第 12 期（昭

和 49 年度）に海外事業室、総合交通シ

ステム室、上下水道課を立ち上げ、建設

コンサルタントとしての先見性を以て、

環境の変化に積極的に対応していく体制

構築が推進されていった。特に、昭和 52

年に受注した福井都市圏パーソントリッ

プ調査業務は、その実績が当社の交通計

画部門の基礎を確立し、更には昭和 54

年に当社初の本格的な JICA 案件となる

フィリピン共和国のダバオ市交通計画調

査業務の受注に繋がる業務となった。こ

れにより、当社は事業領域を拡大するこ

とで、構造部門偏重の体質を脱皮するこ

ととなる。

一方の構造部門においても、昭和 55 年

に実施した埼玉県の三郷ジャンクション

や首都高速のかつしかハープ橋の設計業

当時の越谷設計本部 当時の大阪支社（京町堀）

自立・基礎確立期
第 8 〜 21 期

（昭和 45 年 1 月〜昭和 58 年 6 月）
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務は、当社の技術力を確固たるものとし

た象徴的な 2 大プロジェクトとなった。

なお、昭和 46 年には「海外コンサルティ

ング企業協会」に加入、翌年昭和 47 年

には「建設コンサルタンツ協会」に加入

し、建設コンサルタントとしての自立に

向けた動きを始めた。

高度経済成長期の終焉と守りの経営

極大化の原理を魔法の杖のように利用

した高度経済成長期はやがて終焉し、時

代は「量から質へ」と移り政府の総需

要抑制策の下で公共投資は低迷し、創

立以来常に右肩上がりであった受注高

が、第 14 期（昭和 50 年度）に初めて

減少した。その様な状況下、当社は事

態の打開に向け、関西以西を始めとす

る営業未開拓地域の開発、新規部門と

なる総合交通計画、都市計画、下水道、

環境アセスメント、海外部門への事業

を積極的に展開するも、創業以来最大

の試練期に直面し、積極的経営よりも

守りの経営に徹するという非常措置が

英文社名の変更
創業以来、社名の大日本コンサルタントにならい、英文標記は「DAINIPPON CONSULTANT 
CO. , LTD.（DNC）」を使用していたが、海外進出に当たり、大日本帝国のイメージが必ず
しも良くはなかったことに配慮し、昭和 47 年に「NIPPON ENGINEERING CONSULTANT 
CO. , LTD.（NEC）」に変更した。それに併せ、社章も当初の DNC マークから現在の NEC マー
クへと変更した。なお、新社章は社内の懸賞募集で、輿石繁の案が採用されたものである。

海外進出を見据えた教育研修
それまで国内市場が中心であった当社ではあったが、海外プロジェクトへの進出に伴い、
社内における語学研修やさらに、海外研修制度による若手社員の海外派遣など、当時から
世界を舞台にした人材養成に積極的に取り組んでいた。

クラブ活動
現在も当社はクラブ活動が盛んであるが、当時から野球部を始め、テニス部、卓球部、サッカー部、ラグビー部など、様々
な活動が盛んに行われていた。
特に、後の東京支社では、朝練はもとより、昼間は仕事で忙しいとの理由から、夜間練習を可能とする照明付きのテニ
スコートを整備するほどで、郊外の地の利を活かしてクラブ活動を充実させることで、社員は強靭な体づくりに励んで
いた。クラブ活動の戦績の一
例を挙げると、建設コンサル
タンツ協会主催による野球大
会 で は、 昭 和 50 年 代 を 中 心
に 6 回の優勝に輝く、常勝チー
ムであった。

取られることとなった。

仕事が無くなるという苦境にあえぐなか

で、新入社員には自宅待機、社員には中

庭の草むしりを指示するほどであった。

だが、悪夢の様な状況であっても、何と

してでも生き残るという気概が社内に培

われた。

やがて、長引く日本経済の停滞は、政府

の積極的な財政投資による景気浮揚策へ

と向かい、公共事業の前倒し発注等によ

り、第 16 期（昭和 52 年度）には前期比

58%増の受注を記録するなど活況を呈し

た。しかし、物価高騰に伴う業績への影

響は避けられず「コストダウン 3 パーセ

ント」が重点目標に掲げられるなど、原

価管理の徹底と経費節減の努力が続けら

れた。

なお、第 19 期（昭和 55 年度）の売上高

の内訳をみると、橋梁 59%、道路 25%、

都市計画 4%、水工 6%、海外 6%となっ

ており、10 年前の第 9 期（昭和 46 年度）

の橋梁 95%、道路 5%と比較すると、当

社が総合建設コンサルタントとして基盤

を確立してきたことが読み取れる。

研究室
研究室では、会社設立よりプログラム開発に取り組むとともに、計算、図面、材料、積
算に至る一貫した鋼道路橋詳細設計の完全自動化を目標とした活動が続けられた。工学
博士でもある室長の大地羊三指導のもと、昭和 44 年の IBM1130 システムの導入、昭和
46 年の IBM360/44 へのレベルアップ、更には、昭和 49 年には UNIVAC1106 にレベルアッ
プした。特に UNIVAC1106 は科学技術計算用として設計されていた為、線形計算、格子
計算、平面骨組解析など大規模な骨組構造の全てを解くことが可能となり、技術計算を
社内処理させることを可能とさせた。また、自動製図機を導入し、東京と大阪間をオン
ライン化させている。

三郷ジャンクション かつしかハープ橋

海外研修の様子 社内の英会話研修の様子

旧社章

現社章
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飛躍への助走

第 22 期（昭和 58 年度）は、国の財政再

建を主眼とする超緊縮抑制政策により、公

共投資は抑制され、業界をめぐる環境は

かつてなく厳しいものとなった。営業は草

の根運動、社内は臥薪嘗胆と耐え忍び、

暗いトンネルで行く先の明かりを求める難

局であった。なかでも、当社は企業体質を

改善し、安定した経営基盤を確立する為、

第 23 期（昭和 59 年度）に第二次 GROW-

UP 計画を策定、「組織の活性化、そして

組織改革、人材活用」を軸に総合コンサル

タント化への成長を目指した。

なお、この頃には地方自治体への展開と河

川砂防、下水道、市街地再開発、モノレー

ル、新交通システム関連部門などの市場開

拓の成果が徐々に出始めており、第 24 期

（昭和 60 年度）には前期比 16%増の受注

量を確保し、受注高 40 億円を突破したこ

とで、それまでの 4 期連続無配から脱却す

ることができた。翌第 25 期（昭和 61 年度）

には、越谷の設計本部を東京支社に名称

変更することで、東京・大阪・北陸・東北

の四支社体制を確立、支社長の権限を明

確にする体制を構築するとともに、従業員

数も 300 名を超えるまでになった。

昭和 62 年 9 月からは、創業以来 25 期に

亘り社長を務めた老田務に代わり、清水永

策が社長に就任した。高度経済成長時代

真只中の創業以来、イノベーションを以て

本四架橋を始めとする様々なプロジェクト

に挑んできた当社は、この時点で専業コン

サルタント 500 社中 15 位、鋼構造及びコ

ンクリート部門では日本一という確固たる

地位を築くまでになっていた。就任にあたっ

て、清水は「わが社の繁栄の源は『本四に

挑戦しよう』という土木技術者の夢という

べき鮮明な目標提示にあり、その目標提示

に対して全社員が『ヤル気』になったから

であった。これからは、『ポスト本四、橋

梁部門は成熟期である』とはっきり定義し

て覚悟を決めてかからなければならない」

と述べており、第 27 期（昭和 63 年度）か

らスタートした第三次グローアップ運動で

は、「構造日本一から道路総合日本一及び

建設総合トップ 10」、「将来の上場を期した

経営基盤づくり」を目標に掲げ、急激に変

化する社会環境に自らが変革・発展してい

く経営戦略路線が選択された。

スピードを伴った躍進

当時の日本は、過大な貿易黒字が諸外国

からの非難の的となっていたことから、政

府は、輸出依存型経済から内需依存型

経済への転換を公約していた。これらを

背景として、昭和 62 年度には公共投資の

前倒し発注が行われるなど、公共事業費

の大幅な伸びが、当社にとって、それか

ら約 10 年間続く高成長を達成する土壌と

なった。

昭和 63 年には、当社が挑戦してきた本

四架橋のうち児島 ~ 坂出ルートが開業し、

同年から始まった政府の第 10 次道路整

備 5 カ年計画を受け、日本は高規格幹線

道路網の整備に向かって発進した。

道路空間の利用・地下空間の利用・道路

と周辺の一体的整備・都市内道路対策等

とさまざまなイノベーションが必要とされ

るなか、当社はコンピュータの活用、景観

拡大・飛躍期
第 22 〜 35 期

（昭和 58 年 7 月〜平成 9 年 6 月）

平成 5 年 12 月に完成した新本社ビル前面総ガラス張り
9 階建てのビルは当時の飛躍の象徴である
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デザインや構造技術に関する新技術の研

究などを中心に、柔軟な企業体質づくり

を進めていくことになる。

元号が平成に変わると「建設コンサルタ

ント中長 期ビジョン -ATI 構想 -」 が答

申された。これは、建設コンサルタント

が「魅力に満ち（Attractive）、技術を競

う（Technologically spirited）、独立した

（Independent）知的産業」に成長するた

めの基本的な方向と枠組みを示したもの

である。更に、平成 3 年には、業務を直

接管理し照査の責任者となる「RCCM 資

格制度」が実施されるとともに、同年か

ら 10 年間で総額 430 兆円もの公共投資

基本計画がスタートした。こうした背景を

もとに、建設コンサルタント業界は俄かに

活況を呈していく。

第 31 期（平成 4 年度）には、新事業部と

なる調査事業部が発足、同事業部には物

理探査装置をヘリコプターに搭載し、空

中から地下の地質データを取得・解析する

新技術を導入した。資源探査分野の技術

を土木分野に取り入れるという画期的な

事業展開は、後に当社の優位技術の一つ

平成パソコン事情
平成 3 年 4 月に、新入社員に対してパソコン研修が開催され
た。当時の社内パソコンは導入台数の増加が著しく、1.7 人に
1 台にまでなっていた。しかし、ハード面の整備とは裏腹に、
社内教育の遅れが目立っていたことから、平成 2 年から社内
でパソコン研修が行われるようになっていた。現在とは違い、
当時の新入社員の大半はパソコン初心者でパソコンに触れた
ことの無い新入社員も珍しくなかった。研修内容はワープロ
ソフトの一太郎、表計算ソフトの LOTUS1-2-3 及びオペレー
ションシステムの MS-DOS の基礎が中心であった。

NE ミニ・ニュースと NE 電算情報ニュースの創刊
情報化時代の平成に入り、社員
数が 400 名を超えると、社内の
コミュニケーションを活性化させ
るツールが求められるようになっ
た。そこで、平成 3 年 1 月から
当社初の社内報「NE ミニ・ニュー
ス」が発刊され、社員の現況報
告が中心であった。この社内報
は、 平成 9 年 に「NE ニュース 」
と名を変え、現在もその精神を
引き継ぎながら発行されている。
また「NE 電算情報ニュース」は、「NE ミニ・ニュース」と同
じ平成 3 年にスタートし、平成 8 年までのパソコン雑誌等が
ない時代に、インターネットメールやデータの保存等を紹介
してしていた。その後、ネット上の閲覧システムの完成により、
発行は終了した。

合弁会社 NE-CMT Engineering Co., Ltd.
平成 9 年にベトナムのコンピュータ会社 CMT 社との間で合弁
会社 NE-CMT Engineering Co., Ltd. が設立された。当社の海
外事業、ベトナムの社会基盤整備促進の足掛かりとして重要
な位置付けを担う同社は、日本で 9 ヶ月間の研修を受けたベ
トナム人スタッフと日本人スタッフ 3 名を含む計 10 名でス
タートした。同社は、平成 11 年に完全子会社化され、現在の
Nippon Engineering-Vietnam Co., Ltd. となった。

へと成長した。

また、創立 30 年を迎えた当期は、売上

高 100 億円を突 破、翌第 32 期（平成 5

年度）には、30 周年記念事業の一環とし

て建設した新本社ビルが、創業の地東京・

駒込に完成した。

平成 7 年 1 月 17 日、阪神地区を M7.3 の

直下型地震が襲う。阪神・淡路大震災で

ある。当社は、地震発生直後に対策本部

を設置するとともに、全国から多数の技

術者を大阪支社に派遣し、被災地の復旧・

復興に向けて昼夜関係無く安全点検や調

査業務に従事した。この震災により倒壊

した高架橋は、先人達が培ってきた土木

技術を否定する結果となったが、当社は

この大きな代償から学ぶ貴重な教訓と耐

震技術の高度化・専門化の動きに対し、

組織的に対応すべく、同年には耐震研究

室を立ち上げた。

同年 6 月には日本証券業協会より 602 番

目の店頭登録銘柄として当社の株式が公

開された。創業以来の念願でもあった株

式公開により、当社は真に独立した企業

として、より社会性に富む企業への変身

市場第二部上場記念
（東京証券取引所にて）

CMT 社との調印式、他

第三次グローアップ運動
第 27 期（昭和 63 年度）からスタートさせた第三次グローアッ
プ運動では、5 年後の目標が以下の通り掲げられた。当時、国内
の建設市場は内需拡大という神風が吹いてはいたが、この経営
戦略こそが現在の当社の原型となった。

目標

1. 構造日本一から道路総合日本一、及び建設総合トップ 10 となること
2. 将来の上場を期した経営基盤づくり

上記の目標を達成するため、次の戦略を実施する

1. 地域拠点づくりと大規模プロジェクトへの対応によるシェア拡大
2. 道路・構造技術の総合化と道路計画・景観デザイン等ソフト技術の向上
3. 都市計画の面整備分野本格参入
4. 河川・砂防・下水道部門周辺業務への新規展開
5. 設計業務の後先部門である調査、地質、施工管理部門の拡充

当社は、この戦略により、信頼あるエンジニア集団の形成強化
をはかる。

を目指すこととなる。更にその 2 年後の平

成 9 年 6 月には、東京証券取引所市場第

二部への上場を果たした。当社の創業は、

川田工業との強い結びつきの歴史を有して

いた。この株式公開への一連の動きは、

川田工業からの独立という計画に基づい

たものであり、当時の管理本部長の太田

耕司、総務部次長の高島肇、経理部課

長の須永秀之などが中心となって進めら

れた。これを機に、内部管理体制の確立、

利益管理手法の改善、規程の整備がなさ

れ、名実ともに独立会社の体を成すように

なった。

この時期、公共投資は経済の好・不況に

かかわらず、長期にわたりほぼ一貫して拡

大基調を辿り、これに支えられコンサルタ

ント需要は順調に推移していた。その結

果、第 35 期（平成 8 年度）の売上高は、

10 年前の約 3.5 倍となる当社史上最高の

152 億円を記録した。



会社のあゆみ12

建設新時代への突入

「第二の創業の日」と位置付けられた平

成 9 年 6 月の東京証券取引所市場第二部

への上場を機に、第 5 次中期経営計画の

もと APPLEPLAN2000 を策定し「売上

230 億円、経常利益 18 億円、従業員 800

人」の目標を掲げた。しかし、政府の歳

出削減策の下、それまで拡大基調にあっ

た公共事業費は一転して下降線を辿り始

め、建設コンサルタント業界には転換と

淘汰の時代とも言うべき、まさに護送船

団方式の終焉と市場原理に基づいた自由

競争が到来した。その影響は如実に当社

の業績にも表れ、第 36 期（平成 9 年度）

から第 41 期（平成 14 年度）は、6 期連

続減収という経営的に苦しい状況が続く

ことになる。

その渦中、第 37 期（平成 10 年度）に独

自の緊急特別体制が施行された。実施要

項には「今こそ、全社一丸となって、効

率性の観点から従来の仕事のやり方を根

本的に見直すべきである。謙虚に、かつ

真摯に自らに問いかけ、一人ひとりが改

革に努めなければならない。さもなけれ

ば当社の明日はない」と記されるまで、

危機感が込められたものであった。こう

して、業界の構造不況という大きな時代

の流れに突入した当社は、21 世紀に向

かっての基礎固めというべき改革運動を

進めた。

収益性の追求と事業領域の拡大

平成 11 年 9 月からは、清水永策が会長に、

営業本部長などを歴任してきた高木健が

社長に就任した。以降、シェア拡大とい

う「攻め」と、事業規模縮小に耐えうる

収益構造の構築という「守り」の両面か

ら、「強い企業」の構築に向けた戦略を

展開していった。

業務効率の徹底的な追求と損益分岐点の

低い経営体質への転換を目指し、東京、

大阪、北陸の 3 拠点で始動していた CAD

センターにて、それまで外注していた定型

的な設計業務の内部処理を推進した。

また、ISO9001 の認証取得による品質保

証システムの構築と同時に、業務処理体

制も再構築した。その結果、平成 10 年

に東京支社にて当社初の ISO9001 認証取

得に成功、平成 12 年には環境マネジメ

ントシステム規格 ISO14001 全社版の認

証を取得するに至った。

第 40 期（平成 13 年度）には、それまで

の道路・構造部門中心の収益構造の変革

に向け、成長が期待出来る環境、保全、

コンストラクションマネジメント、情報

技術分野を「戦略事業分野」と位置付

け、これらの分野に事業部制を導入する

ことで、各技術分野の業績向上を推進し

た。海外事業の展開においても、当社は

長年に渡りフィリピンに絞り込み、同

国での実績を積み上げてきたが、次の

ターゲットとして道路インフラ整備の需

要が高いベトナム社会主義共和国での事

業展開を進めた。平成 11 年 12 月には現

地企業との合弁企業であった NE-CMT 

Engineering Co., Ltd. を当社が 100%子会

社 化 し て Nippon Engineering-Vietnam 

Co., Ltd. に改組、その後、平成 17 年に

はハノイに駐在員事務所を開設すること

で、同国での積極的な受注活動が展開さ

れることになる。

複雑化・多様化するニーズへの対応

平成 16 年 9 月からは、高木健が会長に、

船木健治が社長に就任した。新社長が就

任した第 43 期（平成 16 年度）は、それ

まで 6 期続いた減収傾向から漸く脱し、

業績の底入れ感が出始めた時期であっ

た。そこで、同年度を初年度とする第 7

次中期経営計画では、変化を先取りし柔

軟に適合できる企業体質の構築へと主眼

変革・安定成長期
第 36 〜 50 期

（平成 9 年 7 月〜平成 24 年 6 月）

ニャッタン橋コンサルタント業務契約調印式 耐震解析研究所との調印式 東日本大震災の緊急点検（国道 45 号二十一浜橋）
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任した第 48 期（平成 21 年度）は、民主

党への政権交代による「コンクリートか

ら人へ」のスローガンのもと、補正予算

の見直しや公共事業の執行停止、更には

公共事業費の大幅削減など、再び市場の

先行き不安感が高まった時期であった。

その影響は、第 49 期（平成 22 年度）の

経営成績にも表れ、同年度の売上高は 19

年振りに 100 億円を割り込み、極めて厳

しい経営環境に陥った。

それでも当社は、社会システムが激変

するなかでも成長路線を歩むため、自

然災害への防災対策、既存施設の維持

管理マネジメント、事業執行のマネジ

メントやアドバイザリー、海外市場の

受注拡大に取り組んだ。更には、発注

者支援業務への本格対応に向け、平成

21 年 10 月には子会社の NE テクノ株式

会社を設立した。

東日本大震災と当社の対応

平成 23 年 3 月 11 日、宮城県沖で発生

した M9.0 の東日本大震災は、岩手県、

が置かれることとなった。

この頃は、国土交通省を中心にプロポー

ザル方式による業務発注が増加してお

り、第 44 期（平成 17 年度）時点で、当

社の総受注高の約 1/4 をプロポーザル方

式による発注業務が占めるまでになって

いた。こうした状況下、当社は受注確保

に向け、成果品の品質確保などによる業

務評定点の向上と優良業務表彰の獲得、

更には技術士資格保有者数の増大に向け

た方策を次々と展開した。また、建設投

資の重心が、これまで蓄積されてきた社

会資本の維持管理と更新事業へと移行し

ていく時代のニーズに合わせ、当社の主

力を担う構造部門は、新設橋梁設計中心

の体制から保全業務へと変化させ、保全

分野における確固たるブランド確立を進

めた。

そのほか、平成 18 年 11 月には鋼橋の耐

震解析で高い技術力を保有する株式会社

耐震解析研究所と技術協力に関わる協定

を締結。また、平成 19 年 1 月にはベト

ナムにてニャッタン橋の詳細設計業務の

共同受注に成功したことで、海外プロ

ジェクトにおける大きな足掛かりを作る

など、当社は、複雑化・多様化するニー

ズに向け、布石を打っていった。

求められるコンプライアンス

しかし、その様な当社の足下を揺るがす

事件が起きた。平成 19 年 2 月、京都府

加悦町（現・与謝野町）の発注業務に関

して、競売入札妨害を引き起こしたので

ある。これにより、当社は指名停止措置

などの行政処分を受けるに至った。当社

は、この事態を厳粛に受け止め、社内で

のコンプライアンス研修の実施や社員に

コンプライアンスへの意識を浸透させる

環境を作るなど、全社的に再発防止対策

を講じた。当社は、この事件を教訓にし

ながら、現在も継続して企業としての信

頼回復に努めている。

成長路線への挑戦

平成 21 年 9 月からは、船木健治が会長に、

川神雅秀が社長に就任した。新社長が就

当社の人事制度

会社創成期の社員は、川田工業からの出向という形態であった。
独自の新卒採用は昭和 48 年から開始されたが、同社の人事制度
に準拠した時代がその後も続いた。しかし、平成 7 年の株式公
開を経て、活力に溢れる企業の構築に向けて、新人事報酬制度の
段階的導入が掲げられると、総務部長の高島肇などによって、コ
ンサルタントの実情に応じた人事制度が構築されていった。平成
21 年以降は、年功制が基本となっていた従前の制度を見直す形で、
新人事制度が施行された。また、平成 23 年には当業界でも導入
例が少ない専門業務型裁量労働制を導入している。

宮城県、福島県沿岸部に未曾有の大惨事を惹き起こし

た。当社は震災直後に「災害支援本部」を設置し、国

土交通省や地方自治体などからの要請を受け、被災地

域の緊急点検および復旧・復興支援に全社を挙げて取

り組んだ。それとともに、本社に「震災復興支援室」、

東北支社に「震災対策室」を設け、復旧・復興に必要

な様々な技術の開発、災害査定調査、公共インフラの

復旧設計業務などの業務を受託・実施した。更に、津

波により被災した市街地の復興関連業務を国土交通省

都市・地域整備局に技術提案し、新たな減災街づくり

事業にも関与している。一方で、津波に対する公共施

設の安全性確保についても、複数の大学、国土交通省

の研究機関、業務提携先の株式会社耐震解析研究所と

共同で調査研究を実施している。

流れに従って志を変えず

当社は、平成 25 年 1 月に創立 50 周年を迎える。

これまで一貫して経営理念とする「美しく魅力ある国

土の建設と保全」と「安全で快適な住まい環境の創出」

の実現を以て社会に貢献してきた。社会情勢が変わろ

うとも、今後もその志は不変であり、優れた技術を以て、

これからも国土建設の一端に微力を挙げていく所存で

ある。

営業のあるべき姿とあゆみ

建設コンサルタントの業界では、「指名競争入札」の時代が長く続いたが、近年では、業務発注の透明性確保など
の理由から、ほとんどが、「一般競争入札」、「条件付き一般競争入札」、「公募型指名競争入札」となっている。さ
らに国土交通省の業務が、「プロポーザル方式」あるいは「総合評価落札方式」を導入したため、営業のあるべき
姿も変化してきており、「入札価格の積算」、「プロポーザル業務に関する情報収集」、「業務評定点向上のための支援」
などの重要性が非常に高くなっている。
当社の営業方針は、各県に営業所を設ける「地域密着型営業の展開」による地方庁受注の確保に加え、「プロポー
ザル業務の対応強化」による国土交通省受注の確保であるが、技術との連携強化がさらに求められている。
なお、創立当時からの全社の営業責任者は、部署長名の変遷とともに順番に記すと、営業部長 : 神田修三、営業本
部長 : 高木健、柴田忠也、植野宏、経営統括部営業統括室長 : 加藤武、事業推進統括部長 : 折原久治である。営業責
任者には今後とも、時代の変化に対応するリーダーシップが強く求められている。
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